




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































出所：H社の内部資料より筆者が作成。            
注：「平定意見」は，１．実物の品質，２. 納期，３. 納品数量，４. 生産設備，５. 生産能力，６. ユーザー側の使用適切性のそれぞれの側面から評価したもの。            
注：26番企業の登録資本金は６万ドル。それを１ドル7.3元の為替レート（2007年末）で換算した。            
注：深　は広東省，無錫は江蘇省，寧波，寧海と紹興および舟山は浙江省，済寧は山東省。            
注：主な生産／測定設備は，基本的なもの一つだけを記した。            
注：平均値は，当該事項が記載されている企業だけのものである。 
３　H社と部品企業との取引の具体的な様相（17）
（1）契約の仕方
では，H社は部品企業との間に具体的にどのような形で取引を行っているのだろうか。まず，部
品企業の選定プロセスからみよう。取引を開始する際には，基本的に３・４社から見積書を提出し
てもらい，そのうちから適したものを選ぶ。契約の際には，「品質保証」を約束させ，問題がある
ときは責任をとらせる。なお，原則として２社に発注する方針をとっている。１社に絞らないで２
社に発注する理由は，基本的に品質と供給量および納期を確保するためである。ほかに，２社に納
品してもらえれば，品質，価格等を比較することができるのも理由の一つである。ただし，後述す
るように，実際は１社にほぼ全量を発注するケースが少なくない。複社発注にこだわらない事実は，
先行研究で強調された価格競争をさせるという動機が，あるにしても強くないことを示唆する。基
本的には一定の品質のものを継続的に供給してもらうことに重点が置かれている。「当初，品質の
良い企業を選んで取引を開始した以上，それを変える理由は特にない」のである。
次に，納品契約の手続きであるが，契約は原則１年単位で更新する。興味深いのは，明文の契約
書に頼らないことである。実際，調査対象の部品企業９社のうち，確認がとれなかった１社を除き，
８社すべてがH社と契約書を交わしていなかった。新たに納品契約を締結する時や市販のものを短
期的に購入する時，あるいは遠い地域から部品を供給してもらう時などには契約書を書く場合もあ
るが，H社自身の仕様に基づき部品を発注し供給してもらう時には口頭での契約で済ますのが通常
だという。なお，後述するところ，単価変更の場合も口頭での交渉で新たな合意にたどり着くのが
基本である。これらの慣行は，日常的な信用を重視することを表すとともに，メーカーと部品企業
との関係が持続性のうえで営まれていることを示すものである。
次に，契約の中身であるが，そのコアをなす部品単価の決定方式をみると，部品類によって多少
の違いはあるものの，機械部品のほとんどは重量単位で部品単価が算定される。その算式は，典型
的には「kg×単価」である。その仕組みを少し掘り下げ検討しよう。表４は，銅でこしらえた円盤
のような部品セットの見積書の一部を示したものである。表から，当該部品の規格ごとに「重量
KG×単価」で個別部品の価格を算定し，これらを合算して当該部品の総額を引き出しているのが
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(17) 以下は，基本的に聞き取り調査による。調査先の発言を明記する際には，「 」で括る。発言者は，H社の場
合は社長および部門責任者，部品会社の場合は各々の経営管理者である。ただし，煩雑を避けるため，発言者の
肩書きと発言日時は一々注記しない。
表４　銅でこしらえた円盤のような部品セットの見積書 
価格元 
 
144.00 
390.96 
469.44
単価元 
 
72 
72 
72
重量KG
 
2 
5.43 
6.52
単位 
 
件 
件 
件 
規格 
 
ZQSn6-6-3 
ZQSn6-6-3 
ZQSn6-6-3
物品名称 
 
大銅套 
大銅套 
大銅套 
参考号 
 
HTE420-2-55 
HTL10000-2-55A 
HTL11800-2-55A
物品号 
・・・ 
13TE714200 
13TE711201 
13TE711301 
・・・ 
行号 
 
2 
3 
4
出所：H社の内部資料より引用。 
わかる。この際，「重量KG」は，試作品を実際に測った結果なので，それをめぐる争いの余地はな
い。交渉されるのは，もっぱら「単価」である。では，単価はどのように定まるのだろうか。
表のKGあたり「72元」という単価は，次のような算式で得られた。
【銅の購入費】（１トンあたり54,000元）＋【加工段階での銅の減耗費＋加工費】（１トンあたり
18,000元）
その合計１トンあたり72,000元を単純に割れば，KGあたりの単価が72元となる。留意すべきは，
算式のなかに「利益」という項目が入っていないことである。利益は，「加工段階での銅の減耗
費＋加工費」のなかに一緒くたになってひっくるめられている。銅の減耗費と加工費を節約した分
が利益になる，という理屈である。通常，単価（上記の例では１トンあたり72,000元）の10～
15％が利益として見込まれるという。
この単価決定方式は，日本の経験に照らせば，「初歩的」なものである。日本の下請単価を体系
的に分析した山本らの研究によれば（山本 1987，アナッシュほか 1986），下請単価の形態は取引
関係の特質を反映するものである。それは発展段階にしたがって，通常「工数×賃率」という単純
な形態から「材料費＋工数×賃率＋諸経費＋利益＋VA効果還元分」という複雑な形態に進化する。
よって，利益自体が析出されず，なお加工費の内訳も明らかになっていない上記の方式は，日本の
基準に即する限り，生産管理・外注管理がいまだに本格化していない段階のものとなるのである。
しかし，こうみるだけでは判断を誤る。その理由はまず，H社自身工数管理をしっかり行ってい
るからである。誌面の関係で詳細は割愛するが，H社は自ら生産する全製品に対して，大きく「機
械加工」「機械組付」「電器組付」「オイル・塗装」の工程別に，その工数を具体的に把握している。
次に，部品企業の場合も，すべてではないが，B社，E社のような先進的な企業においては工数管
理を体系的に実施しているからである。にもかかわらず，単価契約において工数を引き合いに出す
ことはまずない。後述するが，関係が深くて賃加工に近い取引をしているD社との間においてさえ，
工数をもって単価算定はしていないのである。したがって，上記のような単価決定方式は，生産管
理や外注管理の能力がないためではなく，基本的に相手の内部に関与しない（あるいは関与できな
い）取引関係のためであるとみたほうが穏当である。
このような関与の少なさは，リスクの側面においても現れる。発注量および発注単価の決定と価
格調整を通して，メーカー側がリスクの相当部分を負担する日本（浅沼 1997，186－192頁）と
異なり，H社のケースにおいては「原材料の市場価格が５％以上変動した時，その上昇分を負担す
る」だけであり，「エネルギー費の変動も単価調整の考慮対象とはしない」。部品企業の投資した設
備の償却についてメーカーが責任を持たないのは無論である。要するに，中国のメーカーと部品企
業は，相手に対する専用的投資とリスクシェアリングを通した能力向上促進には基本的に無関心で
あり，それよりは汎用性を確保したうえで広くビジネスチャンスを追求する行動をとっているとい
えよう。
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（2）「継続性確保」に向けた行動
では，具体的な事例に即して部品取引の様相を少し立ち入って観察しよう。表５は，調査対象と
なった部品企業９社の基本データをまとめたものである。表からいくつかの特徴が読み取れる。第
一，部品会社の納品先が多数にわたっていることである。製品（電線，ゴム・リング）の性格上そ
れが当然のH社およびI社を除いても，概して納品先は多く，多数の大手企業に同時に納品するケ
ースも少なくないのがわかる。第二，これとは対照的にメーカーのH社は当該部品をその部品企業
１社に依存しているケースが多くみられることである。後述するが，実際に複社発注している例は
G社に過ぎない。第三，４社が創業期から取引を続けている反面，５社が近年取引を開始しており，
表２でみた全体的な動向をそのまま反映している。
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中国の企業間関係に関する一考察（禹宗 ）
表５　調査対象企業の基本データ 
A社 
 
 
B社 
 
 
C社 
 
 
 
D社 
 
 
E社 
 
F社 
 
 
G社 
 
 
H社 
 
 
I社 
企業 
1995年 
 
 
1995年 
 
 
1986年 
 
 
 
2010年 
 
 
2001年 
 
1972年 
 
 
1997年 
 
 
2003年 
 
 
2002年 
設立年度 
90％ 
 
 
100％ 
 
 
100％ 
⇒25％ 
 
30％ (ただし， 
従来は内製) 
 
20％ (ただし， 
従来は内製) 
 
90％ (ただし， 
国内用は100％) 
 
40％ 
 
 
100％ 
 
10％ 
(ただし，O型リ 
ングは100％)
H社の当該部品の 
なかで占める比率 
納品先10社，サ 
プライヤー８社 
納品先50-60社， 
サプライヤー４ 
・５社 
納品先15-20社 
 (大手10社)，サ 
プライヤー５-８ 
社 
納品先はH社だ 
け，サプライヤ 
ー２社 
納品先大手だけ 
で８-12社, サプ 
ライヤー６-８社 
納品先30社，サ 
プライヤー10社 
納品先15-20社， 
サプライヤー７ 
社 
 
納品先40-50社 
 
納品先40-50社 
(大手３社), サプ 
ライヤー10-15社 
主な取引 
企業の数 
20万元/月 
 
 
3万元/月 
 
 
80万元/月 
⇒20万元/月 
 
 
20万元/月 
 
 
15万元/月 
 
20万元/月 
 
 
3－4万元/月 
 
 
2－3万元/月 
 
 
2,000元/月 
H社との 
取引の規模 
1995年 
 
 
1995年 
 
 
2009年 
 
 
 
2011年 
 
 
2011年 
 
1996年 
 
 
2009年 
 
 
1995年 
 
 
2010年 
H社との取 
引開始年度 
有限・ 
528万元 
私営・ 
10万元 
 
 
有限・ 
258万元 
 
有限・ 
200万元 
 
有限・ 
800万元 
 
外資 (イタリア) 
・180万ドル 
外資 (台湾)・ 
20万ドル 
 
有限・ 
500万元 
 
外資 (台湾)・親 
会社の資本金 
6,000万元 
所有形態・ 
資本金 
100人 
 
 
100人 
 
 
200人 
 
 
 
20人 
 
 
400人 
 
90人 
 
 
25人 
 
100人 (販 
売代理店 
は10人） 
10人 
(販売代理 
店だけ） 
従業員数 
射出類・型締 
類の部品。 
射出類・型締 
類の部品。 
 
 
射出類 
(スクリュー) 
 
型締類の加工 
(小型) 
 
型締類の加工 
(大型) 
 
油圧類 
(油圧モーター) 
油圧類 (ホース， 
ホース接続品) 
 
 
電器類 (電線) 
 
其他類 
(ゴム・リング)
主な製品 
出所：聞き取り調査より筆者作成。 
注：「主な取引企業の数」とは，当該企業の生産する製品のうち，基本的に射出機にかかわるものを取引する企業の 
　　数である。「納品先」は生産した当該部品を納品した企業，「サプライヤー」は当該部品を生産するためにさら 
　　に必要な部品等を供給してもらった企業を指す。 
このうち，第一の特徴は，部品企業からみてメーカーとの関係が「オープン」であることを示す。
それを端的に表すのがE社のケースである。メーカーのH社は型締類においても外注を拡大する戦
略をとっているとすでに述べたが，型締類のうち大型を一部任すようになったのがE社である。E
社は，400人という従業員数と前述の工数管理でもわかるように，規模が大きく実績も良好な企業
である。興味深いのは，E社がH社のライバル・メーカーと関係が深く，そのメーカーの親戚によ
って経営されていることである。にもかかわらず，E社はH社からの発注を躊躇なく受け入れた。
一方，H社としても，「E社部品の品質は良好で，今後内製に戻らず，より多くをE社に発注するこ
とも検討している」のが現状である。
もちろん，「オープン」でない場合も例外的には存在する。それがD社のケースである。D社には，
小型の型締類の一部を任している。E社とは対照的で，D社社長はH社経営者の知り合いである。
いまのところ，H社だけに納品しており，H社より鋳物を提供してもらって，それを加工して納品
する，賃加工に近い取引を行っている。このD社に対し，H社は「多少面倒をみている」。その一つ
は，2010年の設立後工場の立ち上げまで技術的支援を行ったことである。もう一つは，採算がと
れるような発注をすることである。前述した重量単位の単価決定のもとでは，重いものを加工する
ほど利益が出やすい。それを考慮し，H社は，たとえば110トンのものばかりではなく，200トン
のものも適宜発注することで，D社の採算に配慮するのである。ただし，D社の工数には介入せず，
このような「クローズドさ」の意味が日本と違うことは，すでに述べたとおりである。
上記の第二の特徴と第三の特徴は，継続取引のパターンを示す。C社とG社のケースをみよう。
両社ともH社とは2009年に取引を開始している。そのきっかけは，H社の経営危機および世界経済
危機の到来であった。従来取引をしてきた企業のなかで，H社の支払い能力を危惧した一部の企業
がH社との取引を中止したため，H社としては代替企業を探さないといけない状況に陥ったのであ
る。射出類のコア部品であるスクリューを生産するC社の場合，取引開始当初はH社より100％の
注文を受け取った。しかし，品質に問題が生じた。C社自身は，「産品質量合格率達成99.8％」を
謳ったが，「H社が発注するものに対しては95％の合格率を前提」としていたのである。これは従
来の部品企業に対してよりは多少悪いH社の支払い条件（納品後代金支払いまでの期間の延長など）
を呑む代わりに，品質を落とすことで対応したことを意味する。しかし，100％に近い品質を要求
してきたH社にとって（前掲表３），「95％の合格率」は耐え難いものであった。結局，H社は経営
が安定するや否や，C社との取引を止め，従来の企業に発注を戻した。表にはC社に対し発注を
25％に減らしたことになっているが，これは調査当時のもので，その後完全に取引を中止したと
いう。ちなみに，取引を再開した従来の企業は，1995年の創業以来の取引企業である。同じくG
社の場合も，２年間にわたって当該部品の40％を発注したものの，現在は取引を中止し，1995年
来の取引企業に戻っているのが現状である。
こうしてみると，数では近年取引を開始した企業が相当数に達するものの，その多くは一時的な
もので，基本的には継続取引のパターンが維持されているのがわかる。これについて，H社社長は
次のように説明する。「これらの部品企業は品質，納期などに関するわが社の要求に真面目に応え
てくれた。これはわが社にとってのメリットである。一方，部品企業からすると，わが社は業界の
中堅で，わが社との取引は生産量の確保の面でメリットが少なくない」。実際，創業期から取引を
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続けているA社，B社，F社などは，規模は大きくないものの，当該分野における実力者たちである。
たとえばB社の場合，特許を有し，工数管理ができて，最大手の海天集団に対してもその必要部品
の80％以上を供給している。F社の場合も，設計能力を持つ一方，外注品に対しては常時「考課」
を行い，考課成績の上位企業に対しては10％のサンプル検査，下位企業に対しては50％のサンプ
ル検査を実施するなど，品質管理体制を整えている。総じて，ある種の中堅同士の結合が継続取引
を支えているといえよう。
おわりに――継続取引の要因
以上をふまえ，中国の中小民営企業が継続取引を行う要因をまとめると，次のようになる。第一，
技術的要因である。なかんずく独自の製品開発力が十分でなく，差別化能力に限界がある点が重要
である。本論では詳しく論じなかったが，Ｈ社の開発部門には８人が携わっている。以前，油圧式
一辺倒から脱皮すべく，有望機種として電動式を開発したこともあったが，結果的には失敗に終わ
った。機械の寿命が短かったためである。2011年には油圧式の五つのモデルを開発した。ただし，
これらも基本的には従前モデルの改良版である。聞き取りによると，「寧波のメーカーのなかで一
応モデルの開発ができるのは10社程度で，それも基本的には外国の技術を模倣している水準」と
いう。「ほかは，他社のモデルを真似しているが，この真似は業界のなかでは特段問題となってい
ない。真似を立証するのは難しいし，加工機械自体それほど高い技術を要求するものでもないから
である」。この差別化困難と改良生産の流れが，メーカーと部品企業間の専用的な投資を抑える一
方で，部分的な設計変更に応じられるレベルの部品企業との継続取引を促しているといえよう。
第二，市場的要因である。これには二つが考えられる。一つは，市場が高級，中級，低級のよう
に階層化されており，たとえば中級以上の製品においては，その部品を供給してくれる企業が簡単
には代替できないことである。もう一つは市場の変動性が小さくなく，これにフレキシブルに対応
するためにも，コア企業との間で継続的な関係を作り，部品の一定程度は安定的に供給してもらう
必要があることである。
第三，以上の技術的要因と市場的要因を考慮したうえでの経営戦略である。中国の中小民営企業
は，取引先を競争させてコストを削減することや，取引先との協調で能力を高めることにエネルギ
ーを費やすよりは，安定供給を確保したうえで，フットワークを軽くし，チャンスがあれば，ニッ
チ的な新製品または階層化された市場のうちより付加価値の高いところ，あるいはほかの有望な産
業に新規参入していく，という経営戦略をとっているといえよう。
ただし，以上は基本的にメーカーサイドに焦点を合わせた考察であり，部品企業サイドからみた
継続取引の要因が十分検討されているとはいえない。これに関しては次の課題にしたい。
（うー・じょんうぉん　埼玉大学経済学部教授）
付記：本稿は，科学研究費補助金基盤研究（B）「労務管理の生成と終焉に関する総合的歴史研究―『職業世界』
との相互関係を中心に―」（課題番号20330071，研究代表者・小野塚知二）および埼玉大学総合研究機構プ
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